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１．開会 

 

 

 

２．議題 

（１）北区の人口の現状について 

 

 

 

 

 （２）北区人口推計調査の結果報告について 

 

 

 

 

（３）北区版総合戦略 重要業績評価指標（KPI）の平成２９年度実績ついて 

 

 

 

 

 （４）「近年の人口動向と外国人材受入れの課題」 
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北区の人口等の現状について 

（人口ビジョン）図表３：出生数及び死亡数の推移 

 

出典：北区住民基本台帳人口による人口増減 

（人口ビジョン）図表４：転入数及び転出数の推移 

出典：北区住民基本台帳人口による人口増減 
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（人口ビジョン）図表５：総人口の推移に与えてきた自然増減及び社会増減 

 

出典：北区住民基本台帳人口による人口増減 
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自然増減 社会増減 人口増減

集計年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

自然増減 -512 -588 -548 -795 -748 -785 -874 -883 -785

社会増減 -1,598 -179 -61 280 1,590 1,189 -744 2,744 2,231

人口増減 -2,110 -767 -609 -515 842 404 -1,618 1,861 1,446

集計年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

自然増減 -766 -1,005 -1,203 -1,011 -747 -610 -628 -495 -564

社会増減 -62 -35 152 2,524 1,814 2,584 1,791 2,088 1,346

人口増減 -828 -1,040 -1,051 1,513 1,067 1,974 1,163 1,593 782
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（人口ビジョン）図表６：合計特殊出生率の推移 

 

 

 
出典：東京都福祉保健局人口動態統計「区市町村別合計特殊出生率」 

 

参考）2017 年 

合計特殊出生率の概数  
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（人口ビジョン）図表９：他区市町村との転入・転出の状況 
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2017 年転入総数 22,055 人 

（内訳）東京都 9,834 人、 

特別区 8,685 人、埼玉県 3,362 人、 

神奈川県 1,489 人、千葉県 1,149 人 

2016 年転入総数 21,897 人 

（内訳）東京都 9,745 人、 

特別区 8,550 人、埼玉県 3,477 人、 

神奈川県 1,514 人、千葉県 1,143 人 
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[転出数] 

 

 

2017 年 

 

 

 

 

 

2016 年 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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2017 年 転出総数 19,869 人 

（内訳）東京都 9,275 人、 

特別区 8,303 人、埼玉県 3,941 人、 

神奈川県 1,220 人、千葉県 1,160 人 

2016 年転出総数 19,550 人 

（内訳）東京都 9,023 人、 

特別区 8,117 人、埼玉県 3,824 人、 

神奈川県 1,220 人、千葉県 1,076 人 
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（人口ビジョン）図表 10：他区市町村との転入超過・転出超過の状況 
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出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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[転出超過数] 
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（人口ビジョン）図表 11：転入前の住所地別割合 
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（人口ビジョン）図表 1２：転出後の住所地別割合 
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出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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（人口ビジョン）図表１３：外国人人口の推移 

 

 

 

出典：2012（平成 24）年までは外国人登録者数 

   2013（平成 25）年以降は住民基本台帳に基づく外国人人口 
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集計年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

人数 15,530 16,176 16,063 15,451 14,248 14,558 16,005 17,609 19,552 20,954

参考 

平成 30 年 7 月１日

現在の外国人人口 
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（人口ビジョン）図表１４：昼夜間人口の推移 

 

 
出典：総務省（国勢調査） 
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集計年 2015
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昼夜間人口比率 96.7
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（人口ビジョン）図表１６：事業所数の推移（産業大分類） 

 

 
出典：平成 21 年経済センサス 基礎調査、平成 24 年経済センサス 活動調査、 

平成 26 年経済センサス 基礎調査、平成 28 年経済センサス 活動調査 
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（人口ビジョン）図表１７：従業者数の推移（産業大分類） 

 

 

出典：平成 21 年経済センサス 基礎調査、平成 24 年経済センサス 活動調査、 

平成 26 年経済センサス 基礎調査、平成 28 年経済センサス 活動調査 
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（人口ビジョン）図表１８：事業所の新設・廃業比率の推移 

 

 

  
 

 

  
 
出典：平成 21 年経済センサス 基礎調査、平成 24 年経済センサス 活動調査、 

平成 26 年経済センサス 基礎調査、平成 28 年経済センサス 活動調査 
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（人口ビジョン）図表２１：雇用力と稼ぐ力の推移 

 

出典：平成 24 年経済センサス 活動調査、平成 26 年経済センサス 基礎調査 

 

 

（人口ビジョン）図表２２：雇用力と稼ぐ力のある産業 

 

 

  

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

9%

10%

‐6 ‐5 ‐4 ‐3 ‐2 ‐1 0 1 2 3
0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

9%

10%

‐6 ‐5 ‐4 ‐3 ‐2 ‐1 0 1 2 3

雇用力（従業者割合）

稼ぐ力（修正特化係数の対数変換値）

雇用力のある産業 稼ぐ力のある産業

E製造業 １５印刷・同関連業 １５印刷・同関連業

H運輸業、郵便業
４２鉄道業

４３道路旅客運送業

４２鉄道業

４３道路旅客運送業

I卸売業、小売業
５８飲食料品小売業
６０その他の小売業

M宿泊業、飲食サービス業 ７６飲食店

O教育、学習支援業 ８１学校教育

P医療、福祉
８３医療業

８５社会保険・社会福祉・介護事業

Rサービス業
（他に分類されないもの）

９２その他の事業サービス業
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北区版総合戦略 重要業績評価指標（KPI）の平成29年度実績⼀覧

現状値
（総合戦略策定時） 現状値（Ａ） 実績（Ｂ） 対前年度 増減

（Ｂ－Ａ） ⽬標値

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 28年度→29年度 平成31年度末

基本⽬標Ⅰ  ⼦育     北区 ⼀番    実感        

合計特殊出⽣率 1.22
（平成27年）

1.26
（平成28年）   1.35

（平成32年）

150,057⼈
（平成28年1⽉1⽇）

153,388⼈
（平成29年1⽉1⽇）

154,823⼈
（平成30年1⽉1⽇）

＋1,435⼈ 146,000⼈
（平成32年1⽉1⽇）

50.2％
（平成25年11⽉）    現状値より増加を⽬指す

施策 ⽅向（1） 妊娠 出産 ⼦育  切 ⽬   ⽀援

産前産後セルフケア講座参加者数 307組 703組 1,128組 ＋425組 2,000組（累計）

産後    利⽤者数 89組 215組 390組 ＋175組 450組（累計）

産後       利⽤者数   8組 ＋8組 300組（累計）

⼦どもセンター設置数 2カ所
（平成28年4⽉） 3カ所 ４カ所 ＋1カ所 15 17 所

（平成32年4⽉）

ティーンズセンター設置数 1カ所
（平成28年4⽉） 1カ所 １カ所  6 所程度

（平成32年4⽉）

妊娠届出時等に妊婦への⾯接を実施する割合 50.10% 61.00% 58.92% －2.08% 100%

放課後⼦ども総合プラン実施校 15校 19校 24校 ＋5校 34校

施策の⽅向（2）　⼦育てしながら働く世帯の⽀援 

保育所待機児童数 232⼈
（平成28年4⽉1⽇）

82⼈
（平成29年4⽉1⽇）

42⼈
(平成30年4⽉1⽇） －40⼈ 0⼈

（平成32年4⽉1⽇）

学童クラブ定員数 2,515⼈
（平成28年4⽉1⽇）

2,625⼈
（平成29年４⽉１⽇）

2,685⼈
（平成30年4⽉1⽇） ＋60⼈ 2,750⼈

（平成32年4⽉1⽇）

病児保育実施施設数   1カ所 ＋1カ所 1カ所

延⻑保育実施園数 46園 49園 55園 ＋6園 63園

ワーク・ライフ・バランス推進企業認定数 14社 15社 20社 ＋5社 26社（累計）

ワーク・ライフ・バランス推進アドバイザー派遣件
数 1社 1社 4社 ＋3社 15社（累計）

施策 ⽅向（3） 住宅 供給 住環境 整備 居住⽀援

学⽣向 住宅 誘致     誘致検討

空き家活⽤モデル事業  検討 検討  3件（累計）

⽼朽家屋除却⽀援件数 27件 30件 40件 ＋10件 66件（累計）

親元近居助成件数 322件 384件 440件 ＋56件 594件（累計）

三世代住宅建設助成件数

　　　新築 155件 162件 173件 ＋11件 222件（累計）

　　　リフォーム     30件（累計）

⽬標指標

⼦育      層 若年層（20 49歳） ⼈⼝
※国⽴社会保障 ⼈⼝問題研究所 ⾏  北区 
将来⼈⼝推計（平成32年：133,667⼈）
⼦育  環境 ⽀援  満⾜度  ４     ５  
答えた割合（就学前の⼦どもの保護者）

北区まち・ひと・しごと創生
総 合 戦 略 推 進 会 議 資 料
平 成 ３ ０ 年 ７ 月 ２ ３ 日
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現状値
（総合戦略策定時） 現状値（Ａ） 実績（Ｂ） 対前年度 増減

（Ｂ－Ａ） ⽬標値

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 28年度→29年度 平成31年度末

基本⽬標Ⅱ  ⼥性   若者   ⾼齢者  活躍 応援  

70.5%
（平成22年10⽉）

73.7％
（平成27年10⽉）   74.0%

（平成32年10⽉）
75.6%

（平成22年10⽉）
76.8％

(平成27年10⽉）   78.0%
（平成32年10⽉）

24.0%
（平成22年10⽉）

27.5％
（平成27年10⽉）   27.0%

（平成32年10⽉）
15.26%

（平成28年6⽉）    20.0%
（平成30年6⽉）

男性80.41歳
（平成26年）

男性80.47歳
（平成27年）

男性80.49歳
（平成28年） ＋0.02歳

⼥性82.36歳
（平成26年）

⼥性82.31歳
（平成27年）

⼥性82.31歳
（平成28年）  

施策 ⽅向（1） ⼥性 活躍  環境   

⼥性         起業家    参加者数 174⼈ 330⼈ 477⼈ ＋147⼈ 730⼈（累計）

⼥性 起業家⽀援    受講者  個別相
談を受けた件数 36件 69件 108件 ＋39件 180件（累計）

⼥性再就職⽀援事業   再就職者数 8⼈ 60⼈ 88⼈ ＋28⼈ 100⼈（累計）

施策 ⽅向（2） 若者 就労⽀援 定着化

⾼校⽣模擬⾯接参加者数 532⼈ 668⼈ 844⼈ ＋176⼈ 983⼈（累計）

⼤学⽣を持つ保護者のためのセミナー参加者数 49⼈ 70⼈ 80⼈ ＋10⼈ 133⼈（累計）

北区      事業   就職決定者数 46⼈ 70⼈ 85⼈ ＋15⼈ 125⼈（累計）

施策の⽅向（3）　⾼齢者の健康づくり・いきがいづくり

シニア向け再就職⽀援セミナー参加者数 24⼈ 57⼈ 141⼈ ＋84⼈ 150⼈（累計）

健康づくりを⽬的とした活動に主体的に関わる割
合

24.8%
（平成25年6⽉）  31.2%

（平成29年11⽉）  現状値より増加を⽬指す

⾼齢者いきいきサポーター登録者数 539⼈ 666⼈ 827⼈ ＋161⼈ 1,500⼈

⾼齢者 活⼒ ⽣   北区    検討 検討  推進

施策の⽅向（4）　地域で⽀えあうしくみづくり

担い⼿育成研修参加者数  181⼈ 412⼈ ＋231⼈ 240⼈（累計）

町会 ⾃治会等 ⾒守 活動団体数 46団体 54団体 61団体 ＋7団体 83団体

⾒守 協定業種数 4業種 4業種 4業種  7業種

コミュニティソーシャルワーカーの配置 1カ所 1カ所 1カ所  1カ所
（モデル配置・検証）

⾼齢者あんしんセンター設置数 15カ所 17カ所 17カ所  17カ所

介護予防 資  住⺠運営 通  場 数 12カ所 32カ所 69カ所 ＋37カ所 34カ所

⼥性(25 44歳) 就業率

⽬標指標

65歳健康寿命 現状値より延伸を⽬指す

若者(20 34歳) 就業率

⾼齢者(65歳以上) 就業率

区政参画・地域活動への参加割合
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現状値
（総合戦略策定時） 現状値（Ａ） 実績（Ｂ） 対前年度 増減

（Ｂ－Ａ） ⽬標値

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 28年度→29年度 平成31年度末

基本⽬標Ⅲ　「創造へのチャレンジ」によって、地域産業の活性化を図る

695,589百万円
（平成24年度）    現状値より増加を⽬指す

72⼈ 172⼈ 262⼈ ＋90⼈ 500⼈（累計）

5.84%
（平成24-26年）    東京都平均を⽬指す

40商店街 37商店街 34商店街 －3商店街 現状維持を⽬指す

施策の⽅向（1）　新たな産業の展開

⼤学等との共同開発研究助成件数 3件 6件 6件  12件（累計）

新製品・新技術開発⽀援助成件数 20件 22件 25件 ＋3件 32件（累計）

産産連携 推進  交流    開催回数 9回 15回 22件 ＋7回 57回（累計）

施策の⽅向（2）　創業・起業⽀援

コミュニティビジネス中間⽀援機能 推進 推進 拡充 拡充 充実

チャレンジショップ⽀援助成件数 25件 28件 32件 ＋4件 40件（累計）

施策の⽅向（3）　⽣活サービス産業の育成

北区街       開講回数  1回 2回 ＋1回 4回

商店街にぎわい再⽣プロジェクト推進事業助成
商店街数 7商店街 8商店街 9商店街 ＋1商店街 11商店街

外国⼈ウェルカム商店街事業助成商店街数   1商店街 ＋1商店街 推進

スタンドパイプ配備商店街数   2商店街 ＋2商店街 ６商店街

付加価値額（企業単位）

創業⽀援事業計画による創業者数

創業⽐率

イベントを実施している商店街数

⽬標指標
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現状値
（総合戦略策定時） 現状値（Ａ） 実績（Ｂ） 対前年度 増減

（Ｂ－Ａ） ⽬標値

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 28年度→29年度 平成31年度末

基本⽬標Ⅳ       ⼀層 推進 図  北区 個性 魅⼒ 発信  

    －

    －

605,800⼈
（平成27年）    現状値より増加を⽬指す

28%
（平成28年2⽉）    現状値より増加を⽬指す

31位
（平成28年）

38位
（平成29年）

26位
（平成30年）

＋12位 30位以内を⽬指す

施策の⽅向（1）　「にぎわい」・「地域⽣活」の拠点整備

バリアフリー基本構想 基本構想策定 地区別構想1地区策定 地区別構想2地区策定
特定事業計画1地区策定

地区別構想＋1地区策定
特定事業計画＋1地区策定

地区別構想3地区策定
特定事業計画3地区策定

施策の⽅向（2）　防災まちづくりの推進

都市防災不燃化 促進
1路線推進

2路線1地区開始
3路線準備

3路線開始
3路線推進
1地区推進

1路線調査
6路線推進
1地区推進

＋1路線調査
＋3路線推進

1路線終了
6路線推進
1地区推進

⽊造⺠間住宅耐震改修 建替 助成件数

改修 316件 340件 356件 ＋16件 643件（累計）

建替え 111件 127件 139件 ＋12件 189件（累計）

マンションの耐震化助成件数

分譲マンション（診断） 15件 16件 19件 ＋3件 27件（累計）

分譲マンション（設計） 4件 4件 5件 ＋1件 13件（累計）

分譲マンション（改修） 2件 2件 2件  7件（累計）

賃貸マンション（診断） 2件 2件 2件  11件（累計）

緊急輸送道路沿道建築物耐震化助成件数

耐震改修 7件 10件 12件 + 2件 18件（累計）

建替え 1件 2件 4件 ＋2件 9件（累計）

公共防災船着場（志茂） 協議 協議 協議  完成

⾬⽔流出抑制施設整備数 10カ所 10カ所 11カ所 ＋1カ所 12 所（累計）

⼟砂災害ハザードマップ 検討・調整 配布 作成・配布  作成・配布

給⽔⾞ 1台 1台 3台 ＋2台 3台

応急給⽔栓（旧応急排⽔栓）  0カ所 18カ所 ＋18カ所 60カ所

施策の⽅向（3）　地域資源を⽣かした⽂化・観光施策の推進

東京北区観光協会 設⽴ 連携 設⽴準備 設⽴ 連携 連携 設⽴ 連携

鉄道 ⾯影 残  記念      等 設置 検討    設置

観光⼤使の任命     任命

外国⼈向 観光情報誌 発⾏  発⾏ 発⾏  発⾏

⽥端⽂⼠村記念館 ⼊館者数（年間） 12,405⼈ 19,205⼈ 15,701⼈ －3,504⼈ 13,500⼈

⽂化芸術活動拠点（    ） 平均稼働率 44% 62% 66% ＋4% 60%

快適 魅⼒        推進

⽬標指標

バリアフリーのまちづくりの推進

滞在⼈⼝（休⽇）

北区 認知度（北区 詳  知    ⼜   程
度知    割合）

住   街     （関東 ⾏政市区）
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現状値
（総合戦略策定時） 現状値（Ａ） 実績（Ｂ） 対前年度 増減

（Ｂ－Ａ） ⽬標値

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 28年度→29年度 平成31年度末

施策 ⽅向（4） 北区 個性 魅⼒ 発信

             北区  PR

事前キャンプ誘致  推進 推進  誘致

リレーションシップ協議会  設置 推進 推進 推進

スポーツ⼤使  任命 推進 推進 推進

シティプロモーションの推進

       獲得掲載率 71% 52% 53% ＋1% 現状値より増加を⽬指す

          認知度 向上 向上 向上  向上 

基本⽬標Ⅴ　他⾃治体と共に発展できる取り組みを進める

12事業    16事業

    5団体

施策 ⽅向（1） 他⾃治体  連携 協⼒ 交流

⾃治体との防災協定締結 6団体 6団体 6団体  9団体

友好都市交流協定 3団体 3団体 3団体  4団体

他⾃治体 連携  事業数（年間） 12事業 11事業 12事業 ＋1事業 16事業

新たに連携を始めた⾃治体数 ― ―   5団体

他⾃治体 連携  事業数（年間）

新たに連携を始めた⾃治体数

⽬標指標
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近年の⼈⼝動向と外国⼈材受⼊れの課題

北区まち・ひと・しごと創⽣総合戦略推進会議
2018年7⽉23⽇

加藤久和（明治⼤学）

資料５

1



• 1920年（第1回国勢調査）の総⼈⼝は5,596万⼈、1945年の総⼈⼝は7,215万⼈。さらに1967年には1億20万⼈と1億⼈を超えた。
• 2015年の総⼈⼝（国勢調査）は1億2,710万⼈。この5年間で約96.3万⼈の減少。この96.3万⼈はおよそ和歌⼭県の⼈⼝（96.4万
⼈）に相当。また、2017年の総⼈⼝（⼈⼝推計）は1億2,671万⼈、2年間で約69.3万⼈の減少。

• なお速報ベースであるが、2018年6⽉の総⼈⼝は1億2,652万⼈で2017年6⽉⽐で△25万⼈減少。
• また⼈⼝動態統計の年計推計によると、2017年の⾃然減（出⽣数－死亡数）は△39.4万⼈。（2017年の出⽣数は94.6万⼈）

2

総⼈⼝の推移と⼈⼝減少社会の深まり



3

将来⼈⼝推計（2017年推計）

出⽣率（TFR）の仮定は1.44（前回は1.35）
1995年⽣まれの⽣涯未婚率は18.8％（前回は20.1％）
平均寿命は男84.95年、⼥91.35年（2015年は男80.79年、⼥87.05年）
2065年の総⼈⼝（外国⼈含む）は8,808万⼈（前回は2060年に8,674万⼈）
2065年の65歳以上⼈⼝の割合は38.4％、また75歳以上⼈⼝の割合は25.5％

⼈⼝ピラミッド（2015年、2065年）



⾼齢化の深化

4出所：リンダグラットン、第1回「⼈⽣100年時代構想会議」資料

⼈⽣100年時代



5

東京への集中と地域別⼈⼝分布

出所：国⼟交通省「国⼟のグランドデザイン2050」

出所：総務省「平成27年国勢調査」速報



6資料：まち・ひと・しごと創⽣会議（第15回）
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出所：財務省財政制度審議会資料（2018年4⽉11⽇）



国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝
（平成30（2018）年推計）」
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北区の将来推計⼈⼝
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北区の⾼齢化の推計
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様々な将来推計（北区）
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北区と23区の合計特殊出⽣率
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北区の⼈⼝ピラミッド
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2045年までに⼈⼝が減る市町村・増える市町村

14



23区の⼈⼝増加率（2045年まで）

15



23区の⾼齢化⽐率（2045年まで）
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• 1967年以前では合計特殊出⽣率は置換え⽔準を超えており、
将来の⼈⼝増加が⾒込まれていた。

• 1975年以降は継続的に⼈⼝の置換⽔準を合計特殊出⽣率が下
回り、将来的には⼈⼝減少がもたらされることになる。

• 出⽣率低下が⼀般に認識され始めた1980年代後半よりも10年
以上前、現在からすれば35年前から、実際に少⼦化が⽣じて
いたことになる。

17

出⽣の動向

参考：1880年88.3万⼈、1890年114.5万⼈
1947年268.1万⼈（団塊の世代）

100万⼈を割った出⽣数

参考：合計特殊出⽣率…⼥性が⼀⽣のうちに持つ⼦どもの数の⽬安。
2.07であると現在の⼈⼝を維持できる。



市区町村別出⽣率と少⼦化対策

出所：加藤久和(2017)「市区町村別にみた出⽣率格差とその要因に関する分析」（フィナンシャルレビュー第131号）

前提：
• 厚⽣労働省「⼈⼝動態統計特殊報告 ⼈⼝動態保健所・市区町村別統計」→ベイズ推定
• 1893の市町村（2008 2012年度）
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外国⼈⼈⼝・労働者数の推移

19

2017年の外国⼈⼈⼝（在留外国⼈数）は
256.2万⼈、総⼈⼝の2.02％となっている。

厚⽣労働省：「外国⼈雇⽤状況」

2017年の外国⼈労働者数は128万⼈



Source: OECD “International Migration Outlook 2016”

The percentage of Japan increase from 1.3% in 2000 to 
1.7% in 2014, and the percentage od average of OECD 
countries increase from 9.5% in 2000 to 13.0% in 2014.

外国⼈労働者の可能性
外国⼈労働者等の課題

社会的問題（住宅、コミュニティ、
学校、納税、犯罪等）
財政的負担（⽣活保護、医療・介
護等の負担増）
労働市場における摩擦（未熟練労
働等を中⼼とした賃⾦低下、失業
率上昇等）
不法移⺠

社会的統合の難しさ
→宗教問題

外国⼈の居住割合
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外国⼈技能実習制度
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⾼度⼈材ポイント制
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2012年5⽉から導⼊



内閣府（2018）「専⾨的・技術的分野における外国⼈材の受⼊れに関するタスクフォース幹事会資料」
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新たな外国⼈材の受け⼊れ
（「経済財政運営と改⾰の基本⽅針2018について」から）

（１）⼀定の専⾨性・技能を有する外国⼈材を受け⼊れる新たな在留資格の創設
① 受⼊れ業種の考え⽅

⽣産性向上や国内⼈材の確保のための取組（⼥性・⾼齢者の就業促進、⼈⼿不⾜を踏まえた処遇の改善等）を⾏ってもなお、当該業
種の存続・発展のために外国⼈材の受⼊れが必要と認められる業種
③ 外国⼈材に求める技能⽔準及び⽇本語能⼒⽔準
⑤ 外国⼈材への⽀援と在留管理等
⑥ 家族の帯同及び在留期間の上限

以上の政策⽅針は移⺠政策とは異なるものであり、外国⼈材の在留期間の上限を通算で５年とし、家族の帯同は基本的に認めない。
ただし、新たな在留資格による滞在中に⼀定の試験に合格するなどより⾼い専⾨性を有すると認められた者については、現⾏の専⾨
的・技術的分野における在留資格への移⾏を認める。
（２）従来の外国⼈材受⼊れの更なる促進

中⼩・⼩規模事業者をはじめとした⼈⼿不⾜は深刻化しており、我が国の経済・社会基盤の持続可能性を阻害する可
能性が出てきている。このため、設備投資、技術⾰新、働き⽅改⾰などによる⽣産性向上や国内⼈材の確保を引き続
き強⼒に推進するとともに、従来の専⾨的・技術的分野における外国⼈材に限定せず、⼀定の専⾨性・技能を有し即
戦⼒となる外国⼈材を幅広く受け⼊れていく仕組みを構築する必要がある。このため、真に必要な分野に着⽬し、移
⺠政策とは異なるものとして、外国⼈材の受⼊れを拡⼤するため、新たな在留資格を創設する。また、外国⼈留学⽣
の国内での就職を更に円滑化するなど、従来の専⾨的・技術的分野における外国⼈材受⼊れの取組を更に進めるほか、
外国⼈が円滑に共⽣できるような社会の実現に向けて取り組む。
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わが国の外国⼈労働者受⼊れに関する経緯
1952年「外国⼈登録法」公布・施⾏。（在⽇韓国⼈・朝鮮⼈等への対応が中⼼）。
経済成⻑とともに労働⼒不⾜。産業界による外国⼈労働者受⼊の議論が⽣じる。しかし政
府は「第⼀次雇⽤対策基本計画」（1967年）により外国⼈労働者を受⼊れないことを表明。
1980年代中盤以降、就労⽬的で南⽶からの⽇系⼈やアジア諸国からの外国⼈労働者が増加。
1988年「第六次雇⽤対策基本計画」により単純労働者の受⼊れは原則禁⽌するが、専⾨
的・技術的労働者は受⼊れることとした。これを受け、1989年に「出⼊国管理及び難⺠認
定法」改正
1993年「外国⼈技能実習制度」が導⼊される。
2010年「改正⼊管法」が施⾏され、現⾏の技能実習制度が施⾏される。
2012年「⾼度⼈材ポイント制」開始。
2014年「⽇本再興戦略」において「外国⼈技能実習制度の⾒直し」→ 管理監督体制の抜
本的強化を図り、対象職種の拡⼤、技能実習期間の延⻑（最⼤３年間→最⼤５年間）、受
け⼊れ枠の拡⼤等を⾏う等。
2015年「第５次出⼊国管理基本計画」策定。
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外国⼈の定住と地域社会

出所：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング(2013)「基礎⾃治体の外国⼈政策に関するアンケート調査」（535団体からの回答）
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ご清聴ありがとうございました。
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